２　消費者のための法律と制度
（１）消費者基本法（昭和43年5月30日法律第78号）
消費者の権利の尊重と自立支援を目的とした法律です。
ア　制定の背景
大量生産，大量消費の高度経済成長下で顕在化してきた消費者問題に対応するために，昭和43年，消費者保護基本法が制定されました。その後の規制緩和の進展，情報通信技術の高度化等の社会状況の変化にも対応するため，平成16年に，消費者がより自立するための支援をすることを目的に改正され「消費者基本法」となりました。

イ　概要
消費者と事業者との間の情報の質，量と交渉力等の格差を考慮し，消費者の利益の擁護と増進について，消費者の権利の尊重とその自立の支援やその他の基本理念を定めた法律です。さらに，国や地方公共団体，事業者の責務等を明らかにするとともに，その施策の基本となることを定め，消費者の利益の擁護と増進に関する施策の推進を図ることにより，国民の消費生活の安定と向上を確保することを目的としています。
この法律には，消費者の5つの権利が明記されています。（第2条第1項）
①安全が確保されること
②自主的かつ合理的な選択の機会が確保されること
③必要な情報，教育の機会が提供されること
④消費者の意見が消費者政策に反映されること
⑤被害が生じたときは適切かつ迅速に救済されること
一方，消費者にも，進んで消費生活に関する知識を習得し，自主的，かつ合理的に行動するよう努めること，また環境保全，知的財産の保護に努めなければならない旨の規定（第7条）も設けられました。この法律により，消費者は自立した存在としてその権利を認められるとともに，その責任も明確にされました。

（２）特定商取引に関する法律（昭和51年6月4日法律第57号）
訪問販売や通信販売等，消費者トラブルを生じやすい取引類型を対象に，事業者が守るべきルールと，クーリング・オフ等の消費者を守るルールを定めています。事業者による違法・悪質な勧誘行為等を防止し，消費者の利益を守るための法律です。（以下，「特商法」と言います）
ア　特商法が適用される取引類型
	取引類型
	内　　　　　　　　　容

	訪問販売
	事業者が消費者の自宅等へ訪問して，商品，権利の販売又は役務（サービス）の提供を行う取引，キャッチセールス，アポイントメントセールス等

	通信販売
	新聞，雑誌，インターネット等で広告し，郵便，電話等の通信手段により申込みを受ける取引のこと。｢インターネット・オークション｣も含むが，｢電話勧誘販売｣に該当するものを除く

	電話勧誘販売
	電話で勧誘し，申込みを受ける取引のこと。電話をいったん切った後，消費者が郵便や電話等によって申込みを行う場合も該当

	取引類型
	内　　　　　　　　　容

	連鎖販売取引
（マルチ商法）
	個人を販売員として勧誘し，さらに次の販売員を勧誘させるというかたちで，販売組織を連鎖的に拡大して行う商品・役務(サービス)の取引のこと

	特定継続的役務提供
	長期・継続的な役務(サービス)の提供と，これに対する高額の対価を伴う取引のこと。エステティックサービス，美容医療，語学教室，家庭教師，学習塾，結婚相手紹介サービス，パソコン教室の7つの役務のうち，契約金額が5万円を超え，契約期間が一定期間（※）を超えるものが対象

	業務提供誘引販売取引
（内職・モニター商法）
	　｢収入が得られる仕事を提供する｣という口実で消費者を誘引し，仕事に必要であるとして，商品等を売って金銭負担を負わせる取引のこと

	訪問購入
	事業者が消費者の自宅等へ訪問して，物品の購入を行う取引のこと


　　※エステティックサービス・美容医療は1か月，その他は2か月

イ　特商法による主な規制等
	取 引 類 型
	勧　誘　行　為　規　制
	クーリング･オフ※1

	訪問販売
	・氏名，目的，商品の種類等の明示(第3条)
・再勧誘の禁止(第3条の2)
・書面交付義務(第4条，第5条)
・不実告知，威迫困惑等の禁止(第6条)
	適用あり
8日間

	通信販売
	・広告の表示(第11条)
・誇大広告の禁止(第12条)
・オプトイン規制(第12条の3，法12条の5)　※2
・顧客の意に反して契約の申込みをさせようとする行為等の禁止(第14条)　※3
	　　適用なし　※4

	電話勧誘販売
	・氏名，目的，商品の種類等の明示(第16条)
・再勧誘の禁止(第17条)
・書面交付義務(第18条，第19条)
・不実告知，威迫困惑等の禁止(第21条)
	適用あり
8日間

	連鎖販売取引
（マルチ商法）
	・氏名，目的，商品の種類等の明示(第33条の2)
・不実告知，威迫困惑等の禁止(第34条）
・広告の表示(第35条)
・誇大広告の禁止(第36条)
・オプトイン規制(第36条の3)　※2
・書面交付義務(第37条)
	適用あり
20日間
20日間経過後も
中途解約可　※5

	特定継続的役務提供
	・書面交付義務(第42条)
・誇大広告の禁止(第43条)
・不実告知，威迫困惑等の禁止(第44条)
	適用あり
8日間　※6
8日間期間経過後も
中途解約可　※7

	業務提供誘引販売取引
（内職・モニター商法）
	・氏名，目的，商品の種類等の明示(第51条の2)
・不実告知，威迫困惑等の禁止(第52条)
・広告の表示(第53条)
・誇大広告の禁止(第54条)
・オプトイン規制(第54条の3)　※2
・書面交付義務(第55条)
	適用あり
20日間

	訪問購入
	・氏名，目的，商品の種類等の明示(第58条の5)
・不招請勧誘の禁止(第58条の6第1項)　※8
・再勧誘の禁止(第58条の6第2項，第3項)
・書面交付義務(第58条の7，第58条の8)
・不実告知，威迫困惑等の禁止(第58条の10)
	適用あり
8日間


◎消費者庁　特定商取引法ガイド（http://www.no-trouble.go.jp/index.html）を参照
※1　期間の起算日は，「法定の申込み書面か契約書面を受領した日」で，いずれも初日を算入します。
　　　　例）訪問販売で，4月10日（木）に契約書面を受取った場合，翌週4月17日（木）までがクーリング・オフ期間となります。
※2　オプトイン規制（未承諾者に対する電子メール広告の提供の禁止）：消費者があらかじめ承諾しない限り，事業者が電子メール広告を送信することは原則禁止されています。また，平成29年12月から，通信販売において，ファクシミリ広告を請求等していない消費者に対するファクシミリ広告の提供を禁止する規制が導入されました。
※3　例えば，「インターネット通販において，あるボタンをクリックすれば，それが有料の申込みとなることを容易に認識できるように表示していないこと」，「申込みをする際，申込み内容を容易に確認・訂正できるように措置していないこと」等は「顧客の意に反して売買契約等の申込みをさせようとする行為」として禁止されています。
※4　消費者が契約を申し込んだり，契約をしたりした場合で，事業者が広告において，返品について特約を表示していない場合は，その契約にかかる商品の引渡しを受けた日から数えて8日間以内であれば，消費者は事業者に対して，契約申込みの撤回や解除ができ，消費者の送料負担で返品ができます。ただし，事業者が広告であらかじめ，返品につき，特約を表示していた場合は，特約によることとなります。
※5　クーリング・オフ期間の経過後も，将来に向かって連鎖販売契約を解除することができます。消費者が，同時に商品販売契約を解除することができる条件についても規定されています。
※6　特定継続的役務では，エステを受ける際に必要な化粧品や英会話教室で使うＣＤなど，役務の提供を受ける際に購入する必要がある商品（以下，「関連商品」と言います）についてもクーリング・オフが認められます。ただし，クーリング・オフすることができる関連商品は，政令で定める一定の商品（健康食品，化粧品，書籍教材，ＣＤ等）に限られます。
　また，関連商品のうち使うと商品価値がなくなる，いわゆる消耗品（健康食品，化粧品など）を使ってしまった場合，その関連商品についてはクーリング・オフができなくなります。
※7　クーリング・オフ期間の経過後でも，将来に向かって特定継続的役務提供など契約を解除（中途解約）することができます。事業者が消費者に対して請求できる損害賠償などの額の上限についても規定されています。
　　※8　勧誘の要請をしていない者に対し，相手方の自宅等で勧誘したり，勧誘を受ける意思の有無を確認したりすることは禁止されています。したがって，いわゆる飛込み勧誘や，査定の依頼があった場合に，査定を超えて勧誘を行うことは，法に抵触することとなります。

1 クーリング・オフ制度
ア　クーリング・オフ制度とは
　　　　商品を購入する方法は「店舗での買い物」のように「自分で買うものを決め，購入しに行く」ものばかりではありません。例えば，「家に業者が訪ねてきて勧誘される」「電話がかかってきて勧誘される」「道を歩いていて呼び止められ，勧誘される」など，特に商品の購入を考えていないときに，突然業者から勧誘されて契約するという形態もあります。
特商法において，こういった不意打ち的な勧誘で，冷静に判断できないまま契約をしてしまいがちな販売方法に対して，「クーリング・オフ制度」が設けられています。具体的には「訪問販売」と「電話勧誘販売」です。なお，家庭への訪問販売だけでなく，路上などで声をかけて営業所などへ連れていき，勧誘する「キャッチセールス」と電話等で販売目的を告げずに営業所や喫茶店などへ呼び出して勧誘する「アポイントメントセールス」も法律上「訪問販売」として扱われます。
また，マルチ商法や内職商法のように，仕組みが複雑ですぐには契約の内容を理解することが難しい取引（「連鎖販売取引」及び「業務提供誘引販売取引」）や，継続的に提供されるサービスの中でも，内容が専門的で，その効果の達成などが不確実なことから，大げさなセールストークや長時間の勧誘など不適切な勧誘行為が行われやすい，エステティックサービス，美容医療，語学教室，家庭教師，学習塾，結婚相手紹介サービス，パソコン教室の7業種（「特定継続的役務提供」）についても，クーリング・オフ制度が設けられています。
　さらに，業者が消費者宅等を訪問し，消費者から物品を買い取っていく「訪問購入」にも，クーリング・オフ制度が導入されました。（平成25年2月から）
　　
【特商法で規定されているクーリング・オフができる取引】
　・訪問販売（第9条）通信販売は
クーリング・オフできません！

　・電話勧誘販売（第24条）
　・連鎖販売取引（マルチ商法）（第40条）
・特定継続的役務提供（第48条）
　・業務提供誘引販売取引（内職・モニター商法）（第58条）
　・訪問購入（第58条の14）

イ　クーリング・オフの効果
　　クーリング・オフの権利を行使すると契約は解除され，支払ったお金は返金されます（※）。また，解除に伴う違約金や損害賠償金などを支払う必要はありません。さらに，商品を受け取っている場合の返送費用は販売業者の負担とされ，提供済みの役務の対価の支払いも不要です。
　　※訪問購入の場合，消費者は売った物品を返還してもらい，売却時に受け取ったお金を返金することになります。

ウ　クーリング・オフの方法
[bookmark: _GoBack]　　　クーリング・オフは法定期間内に書面（通知）を出せば，相手に届くのはクーリング・オフ期間後でも問題ありません（発信主義）。証拠が残るように，内容証明郵便や簡易書留・特定記録郵便にして郵便局から発送します。内容証明郵便以外のときは，通知先や内容が手元に残るように両面をコピーして保管しておきます。（期間についてはp.7のイの表のとおり）
　　　支払いについてクレジット契約をしている場合は，クレジット会社に通知をしますが，販売店にも通知した方が良いでしょう。


【はがきで通知するときの記載例】
既に代金を支払っている場合や，受け取った商品がある場合に記入します。
なお支払った〇〇万円はお返しください。
商品は早急にお引き取りください。
-
切
手
郵 便 は が き
株
式
会
社
×
××
×

御中
　
又
は
　
　

○
○
○
○
○
○
○
○
○
（表面）
　(裏面）
特定記録郵便
契約の解除（申込みの撤回）の通知
契約（申込み）日　　　○年〇月〇日
商品名　　　　 ○○〇〇〇
契約金額　　　○○〇〇〇円
販売店名　　　○○〇〇〇
右契約（申込み）は解除（撤回）します。
氏　名　□□　□□
住　所　□□□□□□□□□
平成○年〇月〇日
簡易書留
○
○
○
○
○
○
○
○

エ　クーリング・オフができない場合
　　　○金融取引に関するもの：株，投資信託の売買等
　　○通信・放送に関するもの（※）：電話，プロバイダー契約等
　　　※初期解約制度など他の法令に基づいて契約解除できる場合があります。
　　○キャッチセールスによる飲食の提供，カラオケ，マッサージ等
　　○3,000円未満の現金取引
　　○政令で指定された消耗品（健康食品，化粧品等）を使用，消費したとき
○自動車販売，自動車リース，葬儀等
○訪問購入のうち，
　　　　・自動車（二輪を除く），家庭用電気機械器具（携行が容易なものを除く），家具，書籍，有価証券，ＣＤ・ＤＶＤ等

※上記の他にもできない場合があります。詳しくは，消費生活相談窓口にお問合せください。

2 中途解約権（特商法第40条の2，第49条）
　　　特定継続的役務提供（エステティックサービス，美容医療，語学教室，家庭教師，学習塾，パソコン教室，結婚相手紹介サービス）の契約及び連鎖販売取引（マルチ商法）の契約については，クーリング・オフ期間経過後でも，理由を問わず，一定の損害賠償額を支払うことで中途解約をすることができます。



　ア　特定継続的役務提供における中途解約ができる条件と損害賠償額の上限
	業　種
	条　　　件
	損害賠償額の上限　※3

	
	契約期間
	契約金額 ※2
	サービス開始前
	サービス開始後

	エステティックサービス
	1月を
超えるもの
	いずれも
5万円を
超えるもの
	2万円
	2万円または契約残額の10％のいずれか低い額

	美容医療　※1
	
	
	2万円
	5万円または契約残額の
20％のいずれか低い額

	語学教室
	2月を
超えるもの
	
	1万5000円
	5万円または契約残額の20％のいずれか低い額

	家庭教師
	
	
	2万円
	5万円または1か月の
授業料のいずれか低い額

	学習塾
	
	
	1万1000円
	2万円または1か月の
授業料のいずれか低い額

	パソコン教室
	
	
	1万5000円
	5万円または契約残額の20％のいずれか低い額

	結婚相手紹介
サービス
	
	
	3万円
	2万円または契約残額の20％のいずれか低い額


※1　平成29年12月から脱毛や歯のホワイトニングなど一部の美容医療が対象となりました。
※2　契約金額は，入学金，受講料，教材費，関連商品など契約の総額
※3　損害賠償額のうち，関連商品（化粧品，教材等）については別途精算することになります。また，クレジットを利用した場合には，クレジット業者に対しても中途解約の効力が及ぶが，クレジット手数料が別途必要となります。
　イ　連鎖販売取引（マルチ商法）の中途解約
　　　次の条件を全て満たす場合，その商品を返品して連鎖販売取引契約を解除することができます。
【条件】
１　入会後，1年を経過していない
２　引き渡しを受けてから90日を経過していない商品である
３　商品を再販売していない
４　商品を使用または消費していない（故意に使用または消費させられた場合を除く）
５　自らの責任で商品を滅失または棄損していない

　　◎購入商品返品時の損害賠償額の上限
	商品の引き渡し前又は商品が返還された場合
	その商品の販売価格の10％に相当する額

	商品が返還されない場合
	その商品の販売価格に相当する額





（３）消費者契約法（平成12年5月12日法律第61号）
消費者契約法は消費者と事業者の情報力・交渉力の格差を前提として，消費者の利益擁護を図ることを目的とした法律です。
　ア　対象となる契約（第2条）
　　　消費者（個人）と事業者が締結する契約で，労働契約を除くすべての契約
　　　※個人であっても自らの事業として又は自らの事業のために契約の当事者となる場合は除く
イ　努力規定（第3条）
事業者は，契約内容について明確・平易にするよう配慮するとともに，勧誘に際して事業者に必要な情報を提供するよう努めなければならない。
消費者は，事業者から提供された情報を活用し，契約内容を理解するよう努めるものとする。
ウ　契約の取消（第4条）
　　　勧誘時に次のような行為により，消費者に誤認・困惑等があり契約した場合，その契約を取り消すことができます。（誤認したことに気付いたときから1年以内。ただし，契約から5年を経過すると，取消はできなくなります）
①　不実告知：取引の重要事項について，事実と異なることを告げる。
	例）事故車ではないと説明され中古車を購入したが，実は事故車だった。


②　断定的判断の提供：将来における価額，将来における消費者が受け取るべき金額その他の将来における変更が不確実な事項について断定的な判断を提供する。
	例）絶対に儲かると言われて株を購入したが，値が下がり，損をした。


③　不利益事実の不告知：消費者の利益となる旨を告げながら，重要事項について消費者の不利益となる事実を故意に告げない。
	例）角地で日当たり良好と言われて家を購入した後，マンションが建った。契約時に業者は建設計画を知っていたのに言ってくれなかった。


④　不退去：消費者の住居又は業務を行っている場所から退去しない。
	例）教材の訪問販売員に「要らないから帰ってくれ」と言ったのに，深夜まで居座られ，仕方なく契約してしまった。


⑤　退去妨害：勧誘場所から消費者を退去させない。
	例）絵の展覧会でしつこく購入を勧誘され，「帰りたい」と言っても帰してもらえなかったので，契約してしまった。


　　　⑥　過量契約：契約の目的物の分量等が消費者にとっての通常の分量等を著しく超えるものであることを勧誘の際に事業者が知っていた場合において，消費者が，契約の申込み又は承諾の意思表示をした場合。
	例）一人暮らしであまり外出もせず，日常的に着物を着ていない高齢者に対して，事業者がそうした事情を知りながら，着物を何十着も販売した。



　エ　不当条項（第8条～第10条）
消費者が事業者と結んだ契約において，次のような契約条項は無効となります。
①　事業者の損害賠償責任を免除する条項：損害賠償責任を「全部免除」又は「故意又は重過失の場合は一部を免除」する条項
	例）「当ジムは，会員の施設利用に際し，生じた傷害，盗難等の人的・物的いかなる事故についても一切の責任を負いません」という条項



②　消費者の解除権を放棄させる条項：事業者の債務不履行により生じた消費者の解除権を放棄させる条項
	例）「販売した商品については，いかなる理由があっても，ご契約後のキャンセル・返品はできません」という条項


③　消費者が支払う損害賠償の額を予定する条項等：契約の解除の伴う事業者に生ずべき平均的な損害を超える部分や，遅延損害金につき年利14.6％を超える部分についての条項
	例）「合格者は所定の期限までに手続きを完了しなければ入学資格を失います。いったん納付された入学金及び授業料は，いかなる事情があっても返金しません」という条項


④　民法，商法その他の任意規定による場合に比べ，消費者の権利を制限し，又は消費者の義務を加重するもので，民法の信義則に反して消費者の利益を一方的に害するもの
	例）ウォーターサーバーのレンタルと水の宅配の契約に関する無料お試しキャンペーンの規約の中に，「無料お試し期間中に，貸出しを受けた全てのレンタル商品が返却されなかった場合は，新たな有料の契約に自動的に移行します」という条項



（４）民法（明治29年4月27日法律第89号）（関係部分）
民法は，本来対等な当事者間の関係を前提としていますが，十分な判断力がないと認められる未成年者や後見を受ける人などの行った契約について，一定の場合に取消を認めることで，これらの人の財産や権利を保護しています。
ア　未成年者の契約（第5条～）
　　　未成年者（満20歳未満の者）が契約する場合には，法定代理人（一般には親権者）の同意が必要です。ただし，未成年者が一方的に得をする契約（例えば「お年玉をもらうこと」や，「借金を免除してもらうこと」）は，未成年者単独でもできます。法定代理人の同意を得ないでした契約は，本人又は法定代理人が取り消すことができます。
　　　ただし，次のような場合には取り消すことができません。
　　　・ 法定代理人から処分を許された小遣いの範囲内で少額（※）の契約をする場合
　　　　　※親の経済状況にもよるが，概ね中学生：3,000円程度，高校生：5,000円程度。
ただし，お年玉などの臨時収入については別途判断を要す。
　　  ・ 法定代理人から許された営業に関する取引の場合
　　  ・ 結婚している場合
　　  ・ 成年者であるとか，親の同意を得ているなどと詐術を用いて契約した場合
　　  ・ 法定代理人の追認がある場合
　　　　　※未成年者が成年に達した後，又は成年に達した未成年者自身又は法定代理人が追認することができます。代金の支払いなど債務の履行した場合などは追認したものとみなされます。

イ　成年後見制度（第8条～）
　　　加齢や病気などによる判断能力の不十分な方の消費者トラブルが増加しています。
　　　この場合，契約締結時に契約者の判断能力等が欠如していたことを証明できれば，意思能力のない者の契約として無効となる可能性がありますが，過去に遡って当時の能力について客観的な証明をすることは容易ではありません。
　　　そこで，このような方を保護するための制度として，成年後見制度があります。成年後見制度には，「法定後見制度」と「任意後見制度」があります。
被後見人
成年後見人（後見監督人）
被補助人
被保佐人
保佐人（保佐監督人）
本人
補助人（補助監督人）
任意後見人・任意後見監督人
後　見
保　佐
補　助
成年後見制度
法定後見制度
任意後見制度


　　
　　


任意後見契約



①法定後見制度
　　　　 本人や家族等の申立てにより家庭裁判所が審問，調査，鑑定などを経て審判し，後見人等（複
　　　 数や法人も可能）を選任します。補助の申立ての場合は，本人の同意が必要となります。
後見人等（成年後見人，保佐人，補助人）は，本人の利益を考えながら，本人が自分で契約等をするときに同意を与えたり，本人が同意を得ないでした不利益な契約等を取り消したりすることで，本人を保護，支援します。
　　　　 この制度には，次の種類があります。　
○後見　…　判断能力を欠くのが通常の状態にある人を対象
（日用品の購入等日常生活に関する行為以外の行為は取り消すことができます。）
　　　　 ○保佐　…　判断能力が著しく不十分な人を対象
　　　　　　　 　　　（不動産の売買など重要な法律行為については，保佐人の同意が必要です。保佐人の同意を得ないでした重要な法律行為は取り消すことができます。）
　　　　 ○補助　…　判断能力が不十分な人を対象
（あらかじめ申し立てた行為については，補助人の同意が必要です。補助人の同意を得ないでした補助人の同意が必要な行為は取り消すことができます。）
②任意後見制度
将来，判断能力が不十分になった場合に備えて，事前に後見人にしようとする者と公正証書で任意後見契約を締結し，登記しておく制度です。




◆契約の解約制度一覧

契約履行
原　則

民法
・公序良俗違反（第90条）
・錯誤（※1）（第95条）
・虚偽表示（第94条）



無　効
効力が最初から生じないこと。



消費者契約法（※2）
・事業者の損害賠償責任の免除条項（第8条）
・過大な違約金条項（第9条）
・消費者の利益を一方的に害する条項（第10条）
契約成立


　




民法
・未成年者の契約（第5条第2項）
・詐欺（第96条）
・強迫（   〃  ）

取　消
一応有効な契約を，後になって，最初に遡って無効とすること。取り消されない限り，その契約は有効。

例　外



消費者契約法
・不実告知（第4条第1項）
・断定的判断の提供(   〃 第1項）
・不利益事実の不告知( 〃 第2項）
・不退去・退去妨害(   〃 第3項）
・過量契約（　　〃　　　第4項）

　





民法
・相手方の債務不履行
（第415条）
解　　除
契約が成立した後に，一方の当事者の意思表示によって，契約が始めから存在しなかったのと同様の状態にすること。





特商法
・クーリング・オフ制度
・中途解約制度
　





　　※1　錯誤とは，思い違いのこと。錯誤により無効となるのは，単なる思い違いではなく，法律行為の内容の重要な部分に錯誤があり，もしその錯誤がなかったら契約締結の意思表示をしなかったであろうと認められる場合である。
　　※2　契約全体が無効となるのではなく，契約の該当条項のみが無効となる。　　
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